№Ｓ１８

府立泉南支援学校
校 長　松浪 啓介

令和４年度　学校経営計画及び学校評価
１　めざす学校像
	安心・安全で学校生活・地域生活を実現し、泉南地域のインクルーシブ教育システムの更なる進展をめざす役割と責任を果たす府立知的障がい教育校として以下の３つを掲げる。
１　すべての教職員が危機管理、業務遂行の精選に工夫し、日々の健康管理、新型コロナウイルス感染症防止対策、救急対応、大災害時の避難・復旧・復興にも対応できる知識と技能を有し、組織的に児童・生徒・教職員の命を守る学校。（安全・安心の学校づくり）
２　すべての教職員が児童・生徒の人権尊重を理解し発達を保証するために、一人ひとりの合理的配慮を理解し、特別支援教育（知的障がい教育）に対する自らの「専門性」を維持・向上させる学校。（支援教育に対する専門性の高い学校づくり）
３　すべての教職員が、児童・生徒の一人ひとりの授業目標と課題を明確にし、将来の社会生活に対応できる「生きる力」を育成する学校。
（豊かな進路実現が支援できる学校づくり）



２　中期的目標
	　「上記３点を実行していく学校」を達成するために、課題と推進体制を明確化し、具体的に実践していく。
１　すべての教職員が危機管理、業務遂行の精選に工夫し、日々の健康管理、新型コロナウイルス感染症防止対策、救急対応、大災害時の避難・復旧・復興にも対応できる知識と技能を有し、組織的に児童・生徒・教職員の命を守る学校。（安全・安心の学校づくり）
＜推進体制＞教頭、首席、各学部、校務分掌、安全衛生委員会を中心に全校で役割分担して取り組む。更にPTA活動とも連携を図る。
（１）＜災害から守る＞
①頭部保護及び簡易トイレの防災備蓄をすすめる。②防災意識向上を目的とした教職員研修の年１回実施。③児童生徒にわかりやすい防災教育の実施。　　　　
（２）＜疾病・感染症・事故から守る＞
①養護教諭が疾病・感染症・事故等の予防教育を行う。②毎月の安全点検結果の共有化。③感染症や事故の予防に対する理解の授業をする。
（３）＜業務遂行の精選＞
①ペーパーレス化による会議の準備を工夫する。②学部、学年、校務分掌の業務の精選を図る。③各種会議の効率化や話しやすい雰囲気づくりの工夫を考える。
２　すべての教職員が児童・生徒一人ひとりの人権尊重を大切にし、授業や児童生徒指導、福祉等関係機関連携等、実践した内容を共有する仕組みを作り、校内支援、校外支援の両方に活用することができる。（支援教育に対する専門性の高い学校づくり）
＜推進体制＞教頭、担当首席、自立活動・進路専任指導部、地域連携支援部、研究部を推進役に、各学部、校務分掌組織で役割分担して取り組む。またLSを核に「校内支援」「校外支援＝地域支援」の機能を向上させる。
（１）＜進路指導・職業教育の地域発信＞
①進路指導に関する研修会を開催する。②職業教育を通して校内連携、すながわ高等支援学校との連携を図る。③進路指導、職業教育に関するトピックスを発信する。
（２）＜自立活動指導の充実と授業力の向上＞
①各学部の自立活動の指導事例をデータベース化する。②自立活動指導の研修会を開催する。③泉南支援学校、すながわ高等支援学校、佐野支援学校との自立活動専任教員の連携を図る。
（３）＜支援学校のセンター的機能の向上と地域支援力の充実＞
①地域支援を担当する教員の支援力の向上を図る。②地域の保幼小中高の支援教育を担当する教員の研修会を開催する。③中学校や高等学校に対する支援の充実を図る。
３　すべての教職員が、児童・生徒の一人ひとりの授業目標と課題を明確にし、将来の社会生活に対応できる「生きる力」を育成する学校。
（豊かな進路実現が支援できる学校づくり）
＜推進体制＞教頭、首席、教務部、進路職業専任部、自立活動専任部が推進役に、各学部、分掌で役割分担して取り組む。
（１）＜ICTを活用した授業の工夫＞
①児童生徒のタブレット端末を活用する。②学年や学部全体で取り組む授業の動画を作成する。③ICTを活用した授業の情報収集し教員に紹介する。
（２）＜児童生徒がわかりやすい授業の創造＞
①経験者の研究授業を設定し授業のアイデアを共有する。②アクティブラーニング教室を活用しデジタル教材を作成する。③デジタル教材のデータべース化を図る。
（３）＜教育と福祉の連携＞
①校区内の知的障がい入所施設における支援の工夫を教員が知る。②SSWの役割と活用について教員が知る。③高等部生徒が進路学習を通して福祉機関の役割や相談方法を学ぶ。



【学校教育自己診断の結果と分析・学校運営協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［令和４年11月実施分］
	学校運営協議会からの意見

	保護者用（15項目）教員用（17項目）で実施。保護者回答では、回収率が前年度比-10,6％の73,7％となったが、14項目において肯定的な回答が90%前後であり、学校の取組みが評価されていると考えられる。前年度比と比べ特に高かったのが、学校は、いじめについて子どもが困っていることがあれば丁寧に対応しているという項目で、前年度比＋20％であり、89％の肯定的な回答であった。前年度までの質問項目が回答しにくいという現状を踏まえ、質問内容に具体的取組を入れたことが、回答しやすく肯定率に反映したと分析した。
教員用回答では、15項目において肯定的な回答が85%前後であった。肯定的な伸び率が高かったのは、防災に関する項目で、前年度比＋24％で69％の高定率となった。防災士を講師とした研修を実施したことで、教員の防災意識も高まり、今後も継続的に防災意識の向上に向けた取り組みが必要である。否定的な伸び率が高かったのは、組織として「報告・連絡・相談」が徹底されているについて、前年度比＋４％であった。肯定率が87％ではあったが、組織として大切な項目であるゆえ、「報告・連絡・相談」がスムーズに行えるよう、更に工夫が必要である。
その他は地域における支援教育のセンター的機能について、全体では前年度比＋８％であり、肯定率が88％となり学校全体で地域支援に取り組むことは教員にもより浸透してきたとわかった。今年度の自己診断では肯定的な回答率が高かったが、学校の取り組みを保護者に発信していくことについては、さらに組織的に工夫していくことが、安全安心な学校としての理解に繋がるということがわかった。
	【第１回　６月20日(月)実施】
・自立活動の抽出指導対象者の選び方について、ご質問をいただいた。
・生活指導に生かせる自立活動指導（ソーシャル・スキル・トレーニング）についてご質問があった。
・小学部に関し、実態に応じた様々な学習形態の中で、一般小学校と同様の教材を用いての指導をしていることについて、一般校と支援学校とでは、目標や評価の観点の相違から、最終的な成果物が異なる場合があるとご説明した。




３　本年度の取組内容及び自己評価
	中期的
目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標[R３年度値]
	自己評価

	一、　安全・安心の学校づくり
	（１）＜災害から守る
＞
①頭部保護及び簡易
トイレの防災備蓄をす
すめる。②防災意識向
上を目的とした教職員
研修の実施。③児童生
徒にわかりやすい防災
教育の実施。

（２）＜疾病・感染症
・事故から守る＞
①養護教諭が疾病・感染症・事故等の予防教育を行う。②毎月の安全点検結果の共有化。③感染症や事故の予防に対する理解の授業を実施する。

（３）＜業務遂行の精
選＞
①ペーパーレス化に
よる会議の準備を工夫する。②学部、学年、校務分掌の業務の精選を図る。③各種会議の効率化や話しやすい雰囲気づくりの工夫を考える。



	ア　災害時の頭部保護に必要な備品及び災害時に活用する簡易トイレをPTAとも協議し購入する。また、新型コロナウイルス感染防止対策に必要な物品も購入しておく。


イ　防災士や災害ボランティア経験者を講師に招き、災害の怖さ、災害から身を守る、組織としての防災、防災意識の向上等について、教職員研修を実施する。


ウ　防災に関する教職員研修を生活指導部担当者が講師となり、災害に対する防災意識をさらに高める。




エ　危機管理マニュアルの防災項目ごとの動画を作成し、教職員が短時間で危機管理マニュアル、特に防災項目に記載している内容が把握できるようにする。


オ　養護教諭が学期に１回、感染症・事故に対する予防教育を、児童生徒に実施し、自らが予防する方法を伝える。





カ　安全点検チェック表を基に安全点検した結果を、教職員で共有できるシステムを作る。



キ　職員会議や校務部会でペーパーレス化を図り、用紙使用数の削減と、教職員による印刷業務の軽減を図る。




ク　学部会、学年会、校務部会で現行の業務、新たに取り組む業務、一定の成果がみられた業務を項目化し、業務の精選を行う。

ケ　各会議開催時間を１時間以内を目標として実施する。限られた会議時間を有効活用するため、資料の準備や進行の工夫を生かし会議を進める。


コ　初任者と首席との学習会「なんでも話そう会」を開催し、日ごろの思いや課題を聞くことで、初任者を含む同僚間のコミュニケーションを促進する。


	ア 防災担当者である生活指導部、PTA担当者、首席、教頭で協議し、特に災害時の頭部保護の物品および簡易トイレ等防災備品について、７月末までにリストアップし８月以降購入する。


イ 講師を８月に招き防災に関する教職員研修を１回開催する。（学校評価アンケート肯定率75％以上）



ウ　防災シミュレーションボードを活用し、学年会
で防災シミュレーションの対応研修を１回実施する。



エ 今年度は、児童生徒の傷害等事故発生時の対応について、動画を作成し、職員会議で紹介し、事案発生時の対応は動画を基にチェックできるようにする。


オ 養護教諭が学期に１回予防教育を実施し、作成した指導案や教材をデータベース化する。






カ チェックされた項目について、職員朝礼等で積極的に報告するよう工夫し、早期に共有できるようする。


キ 職員会議や校務部会で活用する資料をデータで保存し、会議ではプロジェクターで資料を投影し、プリント用紙枚数を５千枚削減する。[9500枚使用]　また、印刷配付担当教員の作業量を減らす。



ク　精選する業務の項目用紙を作成し、学部会、学年会、校務部会で集約し、９月に中間報告、３月に成果報告を職員会議で実施する。

ケ　会議終了時間や会議内容、会議の目標を職員会議資料とともに共有フォルダに保存し明示することで会議の持ち方の工夫を図る。


コ　各学期の終わりに初任者が作成するポートフォリオを基に、当該学部主事、首席、教頭と初任者が学習会「なんでも話そう会」を開催する。
	ア ヘルメットは全児童生徒
分と非常用トイレセット（排便袋及び凝固剤1000
 回分）を12月に購入完了。（◎）

イ　８月３日に公開講演会で防災士を講師に招き、組織としての防災の学び、そして意識を高めることができた。（〇）

ウ　７月中に各学年単位で実施した。災害後の展開も予測し、判断する等対処を迫られる内容で学びを
深めるができた。（◎）

エ　７月と９月に心臓疾患のある児童生徒の緊急対応の動画を撮り、各学部で事案対応時の手順確認とチェックができた。（◎）
　
オ　１学期は、歯磨き指導か
ら口腔内衛生、感染症予防、２学期は卒業後の健康管理の学習に取り組んだ。教材は保健室のフォルダに保存している。
（△）

カ　職員朝礼で報告することで、怪我の減少にも繋がり、安全確認が共有できた。（〇）

キ　職員会議では、会議資料
をパソコンに保存することが定着して、プリント枚数が9000枚削減され、印刷配付の業務も激減した。（◎）

ク　項目を上げる段階で具体的な効率化にまでは繋がっていない。（△）

ケ　会議が始まる時に、だいたいの目安を決めて、終わるよう取り組んでいる。（◎）

コ　各学期終わりに開催できた。普段からも話しやすい雰囲気は作っているが、改めて会を開催することで、組織で共有することができている。（◎）



	二、支援教育に対する専門性の高い学校づくり
	（１）＜進路指導・職
業教育の地域発信＞
①進路指導に関する研修会を開催する。②職業教育を通して校内交流、すながわ高等支援学校との交流を図る。③進路指導、職業教育に関するトピックスを発信する。

（２）＜自立活動指導
の充実と授業力の向上
＞
①各学部の自立活動の指導事例をデータベース化する。②自立活動指導の研修会を開催する。③泉南支援学校、すながわ高等支援学校、佐野支援学校との自立活動専任教員の連携を図る。


（３）＜支援学校のセ
ンター的機能の向上と
地域支援力の充実＞
①地域支援を担当する教員の支援力の向上を図る。②地域の保幼小中高の支援教育を担当する教員の研修会を開催する。③中学校や高等学校に対する支援の充実を図る。


	ア 地域の保幼小中の支援教育コーディネーターや中学校、高等学校の進路担当者を対象に「支援を必要とする子どもたち」（仮）を内容とした研修会を開催する。



イ 両校の生徒が、それぞれが学ぶ職業教育を見学し、内容を説明することで、お互いが大切にしていることを知る。

ウ 進路・職業だよりで、進路指導や普段の職業教育のトピックスや、就労支援制度や全国の支援学校の職業教育を紹介する。



エ 各学部の自立活動（時間の指導）の指導事例を、運動動作指導・言語指導・AAC指導・情緒のコントロールに関する指導の４つに分類し、学部や学年との指導の継続性や校内支援でも活用できる指導事例紹介のデータベース化。


オ 自立活動指導の基礎・基本をテーマとした研修会を
開催する。








カ　３校の自立活動専任教員が、事例研究、指導内容研修、アセスメントツールの研究を通して、３校の自立活動指導の指導力を高める。また、そのノウハウを泉南地域の地域支援に役立てる。



キ 地域連携支援部会を活用して、担当教員の研修を開催し、地域支援力のスキルを増やす。研修は校内外を問わず、支援教育、特にアセスメント力の高い講師を選ぶ。


ク　コロナ禍の来校や訪問ができない場合でも、WEBシステム等を活用し、相談支援体制の方法を持続させていく。



ケ　本校の特色を生かし地域支援のなかで、進路指導についての考え方や取り組みの紹介を行う。また、それに伴う中学校や高等学校に対する支援を充実させる。
	ア　本校のリーディングスタッフと連携し、夏の時期に本校を会場として、研修会を２回実施する。[コロナ禍で実施なし]




イ　今年度は「介護」と「園芸」で、すながわ高等支援学校と年間２回の交流を図る。[０回]


ウ　学校の取り組みの紹介に加え、日々の進路指導や職業教育のトピックスや、就労支援制度や全国の支援学校の取り組みの紹介を内容に盛り込み、教職員や保護者に配付する。（年に３回）
［２回］

エ　開校以来８年分のデータを整理し、教職員が閲覧できるようにする（個人情報は省く）。





オ　外部講師を招き、教職員対象に研修会を１回開催する。（R３ ０回）また、本校自立活動専任教員が、地域の支援学級担当者ニーズに応じた自立活動指導の研修を２回開催する。［１回］






カ　各学期に１回、事例検討会を開催する。また、本校の自立活動指導の取り組みを各学期に１回ホームページにアップし、地域へ発信する。

　


キ　地域連携支援部会の15分ほどを活用し、地域支援力のスキル、特にアセスメント力の研修を３回取り入れる。



ク　訪問できる、できないにとらわれず、WEBシステム等を活用した相談支援も実施する。




ケ　本校のリーディングスタッフに加え、進路コーディネーターや職業コーディネーターが相談支援に加わり、中学校や高等学校における進路関係の相談にあたる。
	ア　７月と８月に開催することができた。参加者アンケートから内容が参考になった。日々の実践に取り入れたい等肯定的意見が90％を超えた。（〇）

イ　実施できていない。今後
交流内容を検討する。（△）

ウ 各学期に１回進路・職業だよりを発行することができ、本校の進路指導や福祉情報を伝えることができた。　（〇）

エ 学習指導要領の自立活動の６区分に基づき分類整理し完成できた。今後もデータを整理し継続的に保存し活用していく。（〇）

オ 外部講師を招いての研修　　　　　　
は開催できなかったが、専任教員が教職員対象に自立活動の学習会を実施することができた。また、８月の実技研修会の際に、地域の先生方対象に自立活動に関する研修を開催できた。（△）

カ　佐野支援学校との研修は
各学期に１回以上開催できた。１学期にはアセスメント研修。２学期は自立活動専任教員の事例検討を実施した。（〇）

キ 地域連携支援部会において支援の難しい事例をもとに３回のケース検討を行い、アセスメント力の
向上を図った。（〇）

ク　現在のところ遠隔での相
談支援は実施されていないが、遠隔での相談支援も可能な状態にはある。（〇）

ケ　幼小中高、各校・園を対象
に進路研修会を実施した。研修会後には相談会も併せて実施した。研修後のアンケート満足度は90％。（◎）

	三、豊かな進路実現が支援できる学校づくり
	（１）＜ICTを活用し
た授業の工夫＞
1 児童生徒がタブレット端末を活用する。②学年や学部全体で取り組む授業の動画を作成する。③ICT機器を活用した授業の情報収集し教員に紹介する。

（２）＜児童生徒がわかりやすい授業の創造＞
①経験者の研究授業を設定し人権を大切にした授業のアイデアを共有する。②アクティブラーニング教室を活用しデジタル教材を作成する。③デジタル教材のデータべース化を図る。

（３）＜教育と福祉の
連携＞
①校区内の知的障がい児・者入所施設における支援の工夫を教員が知る。②SSWの役割と活用について教員が知る。③高等部生徒が進路学習を通して福祉機関の役割や相談方法を学ぶ。

















	ア　児童生徒にタブレット端末を準備し、使い方の説明と使い方の手順に従って、一緒に操作する。





イ　３密防止の工夫及び自宅学習に備えて、学年や学部全体で取り組む授業の動画を作成する。


ウ　ICT機器の活用、動画教材の作成や編集をテーマに教職員研修を実施する。また、他の支援学校の工夫を情報収集し、動画教材作成の参考にする。








エ　10年以上の経験者の研究授業を設定し、児童生徒の人権を意識し、言葉がけや関り方を大切にした授業のアイデアを共有する。




オ　アクティブラーニング教室のICT機器機器を活用したデジタル教材を作成する。









カ　各授業で作成したデジタル教材をデータベース化し教職員で共有する。




キ　校区内にある知的障がい児・者入所施設職員を講師として招き、施設の役割や生活の様子、支援の工夫について教職員が知り学ぶ機会とする。






ク　児童生徒支援に対する関係機関のひとつとしてSSWを活用する場合がある。そのSSWの役割や支援の方法について研修会を行う。




ケ　高等部の進路学習の中で、福祉懇談会の役割や相談方法について学ぶことができる授業を行う。
[bookmark: _GoBack]
	ア　朝の会や終わりの会の時間を活用して、児童生
徒全員がタブレット端末を１回以上操作する機会を作る。その後、各授業の中で、タブレット端末を操作して学ぶ機会を作る。
　　　　　


イ　音楽や体育、運動会演技や学習発表会を題材とした授業の動画を３本以上作成する。
[１本]

ウ　すながわ高等支援学校の教員を招き、動画教材編集や作成の研修を実施する。また、情報収集は教務部が中心となり、教職員に紹介する。








エ　小学部教員＝３人、中学部教員＝２人、高等部＝２人の研究授業及び意見交換会を開催し、参加者全員が見学内容のどの部分が、自分の授業に活かせる学びとなったか発言できる。



オ　各学部で２つ以上のデジタル教材を作成する。










カ　各学部で教科別にデジタル教材を保存し共有化を図る。




キ　施設を利用する在校生の生活の様子や支援の工夫を知ることで、意思疎通がはかどり、思い違いを減らすことで、学校と施設の連携を更に深めていく。（４月に教職員研修を１回実施）





ク　生徒支援で相談実績のあるSSWを講師とし、教職員研修を年に１回開催する。





ケ　高等部２年生と高等部３年生の福祉懇談会の事前と当日と事後の３時間で、福祉懇談会の役割や相談方法を学ぶ授業を行う。
	ア 活用する児童生徒全員が、朝の会や終わりの会、昼休みや授業等、様々な場面で、タブレットを操作し学ぶ機会を作ることができた。（◎）

イ　音楽や体育、運動会、学習
発表会の動画が３本以
上作成できた。（〇）
　
ウ　７月25日に研修会を実施し、33人の参加があった。教頭より、日本教育新聞に掲載されていたアプリ等の情報を５回教職員に紹介した。また、『わいわい文庫』からマルチメディアDAISY図書を寄贈していただき、活用を進めることができた。（〇）

エ 中学部教員＝３人の研究
授業及び意見交換会を開
催した。授業についての質問等から、自身の授業参考 にしようとする様子がみられた。（△）

オ　アクティブラーニング教
室のICT機器を活用した教材については小・高等部は２つ以上作成済、中学部は１つ作成済。アクティブラーニング教室以外で活用できる教材については各学部で２つ以上作成できている。（〇）

カ　各学年で活用したデジタ
ル教材を保存し、学年や学部で共有できるようデータ化することができた。（〇）

キ　４月に施設職員を講師と
して研修及び意見交換を実施し、入所施設での生活と入所者への支援について学ぶことができ、その後の懇談や日々
の情報共有が、よりスムーズになった。（〇）

ク　SSWを講師に迎え、SSWとの連携や協働、学校における児童生徒や保護者支援について研修を行い、
研修後アンケートから80％の満足度が得られた。（◎）

ケ　事前事後の授業を踏まえ生徒が主体的に懇談に向き合う場面が多く見られた。（〇）



